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1．はじめに 
1-1. 研究の背景 
 近年、世界各国の都市では、気候変動影響への適応と生

物多様性の回復の取り組みが求められている 1) 。こうした

中、欧米各国で着目されているのが、都市における土地や

建物の「被覆」の改善である。中でも、フランスでは、2000
年の「都市の連帯と再生に関する法律（Loi relative à la 
Solidarité et au Renouvellement Urbains）」以降、都市における

持続可能な開発が一貫して掲げられてきた経緯があり、近

年の「土地の人工化ゼロ」政策の下、土地被覆のあり方は

大きく見直されている 2) 。また、その首都パリ市でも、「生

物気候都市計画ローカルプラン（Plan Local d’Urbanisme 
bioclimatique）」（以下「PLUb」）が策定されるなど、気候変

動対策・生物多様性保全の取り組みが多く実施されており、

土地被覆・建物被覆のあり方についても、見直しが進めら

れている 3) 。その被覆を巡っては、これまで気温や雨水浸

透に影響を及ぼすことが指摘されており 4) 5) 、人工的な土

地被覆が抱える環境的課題が浮かび上がっている。 
 以上を踏まえると、被覆を環境的観点から改善すること

は、都市での気候変動対策・生物多様性保全を行う上で有

効だとみられる。そして、都市全体で被覆を改善する際、

規制・事業により実行性を確保可能な官の役割は大きく、

上記のフランスにおける政府・自治体の取り組みは、都市

政策・都市計画の枠組みで被覆のあり方を見直している点

でも、研究対象とする意義が大きいといえる。特に、自治

体の方策を明らかにすることは、都市の実情に応じた計画・

規制・事業の一連の方策を探る上で、重要だと考えられる。 
1-2. 既往研究の整理と本研究の位置付け 
 被覆の環境性能を巡っては、気温低減効果に着目した客

野(2005) 4) 等、雨水浸透機能に着目した飯田ら(2015) 5) 等の

研究があるが、これらは被覆改善の具体的な計画のあり方

まで論じたものではない。フランス政府の「土地の人工化

ゼロ」政策に関する研究としては、内海(2023) 6) や内海

(2025) 2) があるが、被覆の改善方法を自治体の取り組みを

含めて論じたものとはいえない。パリ市の環境的取り組み

を巡っては、市内のプロジェクトを扱った保坂(2020) 7) や

諏訪(2023) 8) 等があるが、PLUbを扱ったものではない。他

方、PLUb に言及したものとしては、Mignery(2020) 9) や

Boul(2023) 10) があるが、これらは、PLUbについて、被覆の

改善方策という観点から論じたものではない。また、松田

ら(2025) 3) は、「土地の人工化ゼロ」政策のPLUbへの展開

に言及しているが、被覆を巡る市の取り組みの全体像を明

らかにするには至っていない。 
 以上より、パリ市を対象に、環境的観点から土地被覆・

建物被覆を改善する方策を探究した研究はなく、その方策

を市の都市計画・戦略的計画 (1) ・プロジェクトの分析に基

づいて論じることには、新規性があるといえる。なお、以

下では、土地被覆と建物被覆を一体的に捉える表現として、

「土地・建物被覆」（あるいは「被覆」）を用いる。 
1-3. 研究の目的 
 以上を踏まえ、本研究では、パリ市を対象に、生物気候

学的観点に基づく土地・建物被覆の改善に向けた、都市計

画・戦略的計画・プロジェクトの一連の方策の構造を明ら

かにし、今後の日本の自治体における被覆改善方策に関す

る示唆を得ることを目的とする。 
 なお、「生物気候学的」という用語は、従来、建築設計の

文脈で用いられてきたものだが 11) 、本研究では、当概念を

建築・都市計画の分野に広く展開し、今日の課題である気

候変動対策・生物多様性保全の双方に着目する表現として、

用いることとする。実際、本研究の対象である「PLUb」の

生物気候学的観点に基づく土地・建物被覆改善の方策：パリ市の取り組みを事例として 
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名称には、この用語（bioclimatique）が用いられており、そ

の名詞形“bioclimatisme”について、市は、「地域のコンテ

クストに基づき、環境の質と利用者の快適性の両立を目指

した、都市計画および新築・リノベーションの設計におけ

る一連の原則」と定義している (2) 。 
1-4. 研究の構成と方法 
 2章では、PLUb 策定開始（2024 年）以前のパリ市の気

候変動・生物多様性に関わる取り組みとして、環境関連の

戦略的計画・プロジェクトを整理する。続く3章では、都

市計画PLUbにおける計画および規制の内容を、4章では、

PLUb 策定開始以降の同市の戦略的計画・公共プロジェク

トの内容を、整理・分析する。そして、5章では、市による

土地・建物被覆改善における、都市計画・戦略的計画・プ

ロジェクト相互の関係性について整理・分析し、一連の改

善方策の構造に関して考察を行った上で、今後の自治体の

被覆改善方策について示唆を導出する。 
 本研究は、①文献調査、②インタビュー調査、③実地調

査の3つの手法を用いて行った。このうち、②インタビュ

ー調査は、パリ市、SPL、Apur、h2o architectes、Osty et Associés 
paysage urbanismeに対して実施し (3) 、③実地調査は、2025
年 3月上旬・11月中下旬の 2 回、パリ市内にて実施した。   
 
2．PLUb策定開始以前の市の環境的取り組み 
2-1. パリ市の概要 
 パリ市は、面積約105.4 km2に人口2,113,705人（2022）
を抱える、欧州の中では人口密度が高い都市であり 12) 、イ

ル＝ド＝フランス地域圏（Région Ile-de-France）、パリ大都

市圏（Métropole du Grand Paris）の中に位置する。そのパリ

市では、長年の再利用と再開発の営みの上に都市が形成さ

れてきた経緯から、未開発の土地はごく僅かで、既存建築

物の大半が残されようとしている。インタビューで、市は

こうしたパリを「既に存在する都市（a city of “already there”）」
と表現し、密度の高い開発で、大気汚染と都市のヒートア

イランドの激しさが問題になっていると指摘していた。 
 特にヒートアイランドを巡っては、近年、気候変動の影

響による熱波の頻発が課題となっており、今後さらに増加・

激化することが予想されている。そのパリ市では 2006 年

以来、77.7 haの緑が創出されてきたが、依然クールスポッ

トを欠いた地域が存在している。そうした中、市は住民ひ

とりあたりの緑の面積を、現状の8.6 m2からさらに増やす

ため、公園や公共庭園の数を増やそうとしている。 
2-2. PLUb策定開始以前の戦略的計画 
 市は、そうした課題に、戦略的計画の策定で対処しよう

としてきた。以下では、それらの内容について整理する。 
2-2-1. 気候計画 
 まず、主要計画としては、「気候計画（Plan Climat）」があ

る。この計画は、パリ市がフランスで初めて採択すること

を決定したものであり、2007年の策定以降、2012年と2018
年の2度にわたって、改定されてきた 13) 。このうち、2018
年に策定された「気候・大気・エネルギープラン」（以下「第

三次気候計画」）では、パリ協定の目標をパリ市の規模に置

き換え、同市をカーボンニュートラル・再生可能エネルギ

ー100％へ導くことが目指されたとともに 14) 、大気汚染・

熱波・生物多様性等の改善も図られた。その中では、生物

多様性との関係から土壌についても論じられていた 15) 。 
2-2-2. 生物多様性計画 
 次に、部門別計画としては、生物多様性に関して、「生物

多様性計画（Plan Biodiversité）」が策定されている。この計

画は、パリ市が2011年に初めて採択したもので、その第一

版では、「生態的連続性の強化」、「持続可能な開発への生物

多様性のよりよき統合」、「知識の蓄積と共有、メッセージ

の発信」の3点が主要テーマとして掲げられた。その後、

この第一版の評価に基づき、第二版にあたる「生物多様性

計画2018-2024」が策定され、「コミットした都市における

生物多様性」、「すべての人による、すべての人のための生

物多様性」、「あらゆる場所に生物多様性」の3つを軸に、

計30の行動が示された。このうち、第1の軸には、都市計

画規制や都市開発プロジェクトに生物多様性を組み込むこ

となどが、第3の軸には、都市や建築の建設・管理にて生

物多様性に配慮することなどが、定められた。特に、後者

を巡っては、人口密度の高さから、公共空間のみならず建

築物にも自然を創出することの重要性が訴えられた他、「緑

と水のネットワーク」に加えて「夜間照明のネットワーク

（tram nocturne）」・「土壌のネットワーク（tram brune）」を

強化することなどが、具体的な行動として盛り込まれた 16) 。 
2-2-3. その他の計画・戦略 
 この他、市はこれまで、部門別計画として、「パリ市交通

計画（Plan de Déplacements de Paris）」17) 、「歩行者計画（Plan 
piéton）」18) 、「自転車計画（Plan Vélo）」19) 、「パリ雨水計画

（Plan ParisPluie）」20) を策定してきた。また、同市は、気候

変動により引き起こされるリスク、そして首都が直面しう

るあらゆる危機を踏まえ、2017年に「パリのレジリエンス

戦略（Stratégie de résilience de Paris）」を策定した 13) 。 
2-3. PLUb策定開始以前からのプロジェクト 
 市は、こうした戦略的計画の策定と並行して、開発プロ

ジェクトも実施してきた。以下では、実際の都市空間で環

境的取り組みを実践してきた先駆的事例として、公社であ

る現SPL Paris & Métropole Aménagements（以下SPL）が市

から委託されて実施してきた 3 つのプロジェクト（Clichy 
Batignolles, Saint-Vincent-de-Paul, Chapelle Charbon）を取り上

げることとする。 
2-3-1. Clichy Batignolles 
 Clichy Batignolles は、2002 年に計画が始動したプロジェ

クトで、エコカルティエであると同時に、「気候・エネルギ

ープラン」（以下「第一次気候計画」）のモデル開発地区と

されたものである 7) （図 1）。SPL へのインタビューでは、

当時から環境対策が当プロジェクトの一つの柱となってい

たことが明かされ、実施にあたっては、マスターアーバニ

スト・建築家・ランドスケープアーキテクトに加え、当時

誕生しはじめていた環境エンジニアとも協力したことが述
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べられた。こうした体制の下、環境面では、人と自然の共

生、住宅におけるエネルギー消費の抑制が図られたという。

このうち、人と自然の共生では、公園内に人が過ごせる芝

生と生態学的に優れた自然の双方を設けたこと、雨水の管

理にも工夫を施したことなどが、エネルギー消費の抑制で

は、断熱性・換気性の向上により暖房需要を大幅に削減し

たことなどが紹介された。また、こうしたエネルギー消費

の抑制の先に、再生可能エネルギーの利用も検討され、井

戸からの地熱エネルギーの収集と太陽光発電の利用が試み

られたという。こうした一連の取組は、市の気候計画・生

物多様性計画等を積極的に実施したものとされている 21) 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、ランドスケープアーキテクトとして本プロジェク

トに携わった Jacqueline Osty氏へのインタビューからは、

環境への配慮という重要課題の下、公園がプロジェクトの

起点となっていたこと、設計にあたっては、周囲の公園と

の関係性に加え、水の循環、春夏秋冬で移ろう植栽、子供

たちの遊び場等について考慮した旨が述べられた。 
2-3-2. Saint-Vincent-de-Paul 
 次に SPL が手掛けたのが、Saint-Vincent-de-Paul である。

そこでは、以前から様々な活動が展開されてきたが、市が

都市計画家の選定等、開発方針の検討に入ったのは2015年
頃である。そのプロジェクトでは、社会住宅や中間層向け

住宅等が確保されるとともに、「雨水マネジメントと生物多

様性」「循環型経済」「エネルギー」「モビリティ」の4項目

で、地域のレジリエンスが追求された。このうち、雨水マ

ネジメントを巡っては、公共空間・中庭・テラス・屋上に

おける植生強化により蒸発散を促進し、透水性被覆を増や

す環境戦略を通じて、パリ雨水計画の要件を超えるものに

なるとされる。また、この開発では、敷地内の建築物の60％
が保全・リノベーションの対象となるなど、既存の立地特

性の最大限の活用が目指された他、これら歴史的空間と新

たに構築される現代的な街区との調和が図られた 22) 。 
2-3-3. Chapelle Charbon 
 これに続くのが、2018 年頃に始まった Chapelle Charbon
である。このプロジェクトでは、物流・鉄道用地の跡地に、

周辺地域との繋がりを意識して、大規模な公園と誰もが利

用可能な住宅地が計画された。その計画では、「自然風景の

密度の高さ」と「炭素排出量の低さ」の2点が主題とされ、

前者では、豊かな植栽の確保や土壌管理による生物多様性

の維持が、後者では、CO2排出量の削減や生物気候学的・

生物由来の建設の実施等が、それぞれ図られた 23) 。SPLへ

のインタビューでは、こうした特徴を有する当地区が、後

のPLUbの内容を予め内包している他、2022年の国の「環

境規定（RE2020）」を受けているとの認識が伝えられた。 
 また、建築設計を手掛けるh2o architectesへのインタビュ

ーでは、当設計が敷地特有のコンテクストを活かしたもの

であること、マテリアルについて様々な検討が行われたこ

となどが紹介された。特に、後者を巡っては、構造・断熱・

外装の各要素に対し、含有炭素量や断熱性能等の環境面を

中心に分析・評価を行って選定を進めた旨が述べられ、木

材や石、土、麻、藁といった多様な自然素材が検討対象と

され、実際、積極的に採用されているということだった。 
 
3. パリ市の都市計画PLUbと規制誘導 
3-1. 都市計画PLUb 
3-1-1. 概要と位置付け 
 上記の先駆的な取り組みがなされてきたパリ市で、2024
年に策定されたのが、都市計画 PLUb である。この PLUb
は、前回2006年に策定されたPLUを改定したものである

が、末尾には新たに「b (bioclimatique)」が付け加えられてい

る。その理由をパリ市に問うと、法律的には「PLUi」が正

式名称であるものの、「パリ市だけは inter-communeがない

ため、国際的にも通用するように bioclimatique を代わりに

つけた」との回答が得られ、営業的な名称だと伝えられた。

PLUb は、まさにこの名称が示す通り、生物気候学的観点

を大幅に取り入れたことを特徴としており、気候変動と社

会連帯の2点を大きな柱とする計画である。 
 次に、このPLUbの位置付けを整理する。2-1節で述べた

通り、パリ市は、イル＝ド＝フランス地域圏、パリ大都市

圏の下にある。これらの行政機構に対応するように、SDRIF
と SCoT が存在し、PLUb はこの下にある。その PLUb は

SCoT と、SCoT は SDRIF と整合することが求められる。

また、PLUbは、気候計画を考慮する必要がある。 
3-1-2. 全体構成と各文書の概要 
 PLUbは、 
 ① 説明報告書（Rapport de présentation） 
 ② 空間整備・持続可能な開発プロジェクト（Projet 

d’aménagement et de développement durable）（以下PADD） 
 ③ 整備・プログラム方針（Orientations d’aménagement et de 

programmation）（以下OAP） 
 ④ 規則書（Règlement） 
の4文書と「⑤付録（Annexes）」から構成される。このう

ち、①説明報告書は、②〜④の策定で取られた選択を説明

するもので、現状診断・環境アセスメント等の8パートか

ら構成される。続く②PADDの役割は、PLUの内容を導く

方針を策定することにあり、市はその策定で、①の各文書

を考慮している他、気候計画等の戦略的計画で近年掲げて

きた取り組みを都市計画に反映することを目指している。 
 そして、③OAPは、テーマ別文書・地区別文書の2種類
に分かれており、前者は、②PADD を都市計画許可に適用

可能な規定へと展開する、定性的な方針を定めることを目

指している。そのテーマ別文書は、「生物多様性と気候変動

図1 Clichy Batignollesの様子・模型（筆者撮影） 
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適応」「新規建設」「公共空間」「遺産と改築」「首都圏の繋

がり」「15分地区」「公衆衛生と環境衛生」の7文書からな

り、各文書の規定は、他のテーマ別文書の規定と整合する

ものとされている。一方、④規則書は、②PADD と整合性

を保ちながら、パリにおいて都市計画法典 L.101-2 条で定

められた目標を達成するために必要な、土地利用に関する

一般規則と地役権を定めている。その適用範囲について、

規則書には、「あらゆる公的または民間機関による、全ての

工事、建設、整備、植栽、掘削、盛土、及びPLUで定めら

れた分類に属する指定施設の開設の実施は、書面及び図面

による規則書に準拠しなければならない」と記されている。 
そして、③OAPの規定は、④規則書に示される規定を補完

するものと位置づけられ、全てのプロジェクトは、原則と

してこれら双方の規定を遵守することとなっている 24) 。 
3-1-3. 目標［PADD］ 
 このようにPLUb の扱うテーマは幅広いが、市へのイン

タビュー等を踏まえると、それらの目標は大きく 
 I. 移行期にある、高潔でレジリエントな都市 
 II. 包摂的、生産的で連帯する都市 
 III. 都市のアイデンティティを考慮し、その価値を高める

都市 
の3つに集約される。このうち、以下では、環境的取り組

みに関連する第 1・第 3 の目標について、その具体的取り

組みを補足する形で整理する。 
 第1の目標の実現に向けては、まず、都市での自然創出

が図られる。これは、2-1節で記したクールスポットや緑の

確保に対応するもので、具体的には、生物貯留地と生態的

回廊の強化・価値向上が図られるとともに、2050年までに

領土の 40％で防水性を解除すること、2040 年までに住民

ひとりあたりの公共緑地の面積を 10 m2に増やすことが目

指されている。これと並行して、都市のカーボンフットプ

リントの削減も掲げられ、建築物を気候変動対策の基盤と

すること、低炭素モビリティの普及を促進すること、持続

可能で効率的な都市物流を促進することが図られている。 
 一方、第3の目標の実現にあたっては、広大な景観と地

区のアイデンティティの価値向上が図られ、パリの広大な

景観の保護、多様なアイデンティティの保全と都市の遺産

の価値向上、自然を都市景観に組み込まれた遺産として捉

えることが挙げられている。また、同目標では、遺産の保

存・生態学的移行・社会的包摂の3者を調和させるための

都市組織（tissu urbain）の変革も目指されている。そこでは、

建築物について、解体・再建よりも改修・適応を優先させ

ること、都市プロジェクトとその設計を生物気候学的アプ

ローチの下で発展させること、公共空間に対して横断的か

つ包括的なアプローチを推進することが求められている。 
3-1-4. 規定［規則書］ 
 PLUbでは、マレ地区等の一部地域を除く市全域に、「一

般都市区域（Zone Urbaine Générale）」（以下「UG」）、「大規

模都市サービス都市区域（Zone Urbaine de Grands Services 
Urbains）」、「緑地都市区域（Zone Urbaine Verte）」、「自然・

森林区域（Zone Naturelle et forestière）」の大きく4区域から

なるゾーニングが設定されている。このうちUGに対して

は、土地や建物等に関する計8箇条の規則（UG.1 ~ 8）が

設けられている 24) 。以下の表1では、そのうち環境的取り

組みに関連するUG.1 ~ 5、UG.8の主な規定の内容を整理す

る。 

規則 主な規定の内容

UG.1 一般公益施設のための区域指定等が定められ、緑地等の施設のため、多数の新たな指定留保地・立地指定区域が創設された。

UG.2
建築物の保全等が規定され、旧PLUで指定された4,715の建築物等を含む、計5,755件を保全の対象とすることが定められた。これらは、保全理由となった特徴

を尊重する条件の下、環境性能向上のための工事を実施することが可能となっている。

［街区中心部（cœur d'îlot）の保全］

　計画の高密化を低減する形態的規制（règle morphologique）として、4,000 m²未満の敷地における街区中心部の最大建設高さを原則15mに制限することが決

められた。この対象となる敷地は、UGの面積の80%に相当するとされる。

［建設を巡る規制緩和］

　気候変動適応や温室効果ガス排出削減等に関して、より寛容な規定を定めるものとし、最大高さおよび容積から許容される超過の範囲が示されている。具体

的には、エネルギーの節約・回収・創出を目的とした装置の設置および屋根の緑化を行う場合に3 mまで、温室・農業用建築物の場合に4 mまで、それぞれ高さ

を超過することなどが認められた。また、容積を巡っては、既存建築物のファサードの外断熱および緑化を行う場合に、道路側で30 cm、中庭側で50 cm、それ

ぞれ超過が許容された。

定量的規定の基盤として、生態学的機能・樹木および緑地の不足、環状道路周辺の緑地・スポーツベルトの機能を考慮する形で、「緑化強化地域（secteur de

renforcement du végétal）」（以下「SRV」）を定めた上で、建設における非建蔽地、建築物の緑化に関する規定の他、地域に応じた規定が掲げられた。

［建設における非建蔽地］

　確保すべき最低面積を、全敷地面積に対する割合で示している。その割合は、敷地面積とSRVか否かにより変化し、20%から60%の値をとる。また、緑地と植

栽のあり方も規定されており、植栽については、「植栽単位（unité de plantation）」が導入された。伐採時には、この植栽単位数が等しくなるように植え替える必

要があり、一部地域では、2倍の補償の実施が定められている。

［建築物の緑化に関する規定］

　「建築緑化指数（Indice de végétalisation du bâti）」（以下「Ivb」）を設定し、新築、大規模改修、拡張、建て増しにおける最低Ivbの達成という緑化義務を課して

いる。

UG.5
建設の環境性能に関して規定している。このうち、新築・拡張・建て増しについては、集合住宅およびオフィスを対象として、国の環境規定RE2020の特定指標の

強化を図っている。他方、既存建築物についても同様に、強化した基準を課している。

UG.8

規定の適用範囲は、延床面積150 m²を超える新築・大規模改修・拡張・建て増しとなっており、計画に関連するUG.1からUG.7までの規定を事前に満たす必要が

ある。その条件が成立した上で、3つの分野と9つの基準を有するUG.8は、許可取得のための適合条件を、「新規・大規模改修」、「拡張・建て増し」に応じて、定

めている。

UG.3

UG.4

表1 PLUbの環境的取り組みに関連する規定（筆者作成） 
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3-1-5. 方針［テーマ別OAP］ 
 続いて、以上の規定を補完する③OAPのテーマ別文書に

着目すると、環境的取り組みの方針が、それらを空間的に

表現した図（以下、図解例）とともに掲載されている 24) 。

以下では、それら被覆改善をはじめとする環境的取り組み

の方針および図解例について、非建蔽地等と建築物の対象

別に、その内容を整理・分析することとする。 
 まず、非建蔽地等については、土壌・舗装、緑・水に関

する方針の他、農業や移動・物流等の人々の活動に関連す

る方針が確認できる。このうち、土壌・舗装に関しては、

透水性の確保が、緑に関しては、緑の保全・創出および緑

のネットワークの維持・強化が、その方針の主な目的にな

っているとみられ、これらはそれぞれ、政府の「土地の人

工化ゼロ」政策、「緑のネットワーク」の考え方にも通ずる

ものだといえる。他方、土壌の連続性の維持や夜間照明の

適正化等の方針も示されており、これらは、市の生物多様

性計画で提示された「土壌のネットワーク」・「夜間照明の

ネットワーク」の考え方を踏まえたものと考えられる 3) 。 
 図解例には、こうした非建蔽地等に対する方針が空間的

に描かれ、各方針の適用先・適用方法が例示されている。

例えば、土壌・舗装を巡っては、土壌の鉱物化 (4) の抑制策

として、駐車場等の被覆を透水性の被覆へ転換することが

挙げられている。また、緑に対しては、既存の非建蔽地の

連続性の維持・強化のため、既存緑地と連続した緑地を整

備して樹冠の連続性を強化すること、植生層の多様化のた

め、交互に層状に植栽を行うことなどが、紹介されている。 
 次に、建築物に着目すると、計画に関する全体的な方針、

環境や設備等に関するより具体的な方針の双方がみられ、

内容面では、エネルギー消費量の削減の他、緑の保全、野

生生物の保護等を目的としたものが確認できる。このうち、

エネルギー消費の削減は、政府の法制度に示されてきた一

方、市の従前の取り組みでも大きく扱われてきたものであ

り、方針内容の詳細さには、そうした従前の取り組みが影

響している可能性がある。また、建築物における緑の創出

や野生生物の保護の取り組みは、市の生物多様性計画で示

された「建築物への自然の創出」を実現するものとみるこ

とができる。この他、既存建築物への方針の多さやコンテ

クストを尊重する方針内容からは、市がその歴史と環境的

取り組みを融合させようとしていることが読み取れる 3) 。 
 これら建築物に対する方針は、非建蔽地と同様、図解例

にて空間的に表現されている。まず、建築計画では、自然

換気の促進のため、通風可能な空間と開放的な開口部を設

けること、既存建築物の改修・改築のため、建て増し

（surélévation）・拡張（extension）・厚み増し（épaississement）
等を検討することが紹介されている。建築環境・建築設備

等を巡っては、緑の壁やファサードの設計において、ミク

ロ緑化（micro-végétalisation）の導入が薦められている他、

建築外皮の熱性能を向上させるため、調整可能なルーバー

や開閉可能な開口部、熱橋を制限するファサードの複合体

等の導入が提示されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
3-1-6. 内容の分析 
 ②③④の各文書の分析からは、市が計画実現のため、目

標とする都市像とそれを形にする具体的な規定・方針を、

各構成文書で詳細に定めてきたことが明らかとなった。こ

のうち、目標とする都市像では、都市における自然創出等

の環境的取り組みとともに、既存建築物の再利用等の都市

のアイデンティティと環境対策を調和させる取り組みが掲

げられ、市が自らのコンテクストの上に生物気候学的取り

組みを進めようとする姿勢がみられた。④規則書では、都

市の形態等の基本原則と、各地域に応じて変化する規定を

組み合わせ、各目標をさらに各地域の特性とニーズに即す

る形で実現しようとしていることが分かった。これらの規

定と補完する形で、③OAPには、定性的な方針が具体的な

空間像とともに提示され、市が規定を空間的にも捉えてい

ることが浮かび上がった。また、その内容を分析すると、

政府の環境的方針に沿いつつ、他の文書と同様、自らのコ

ンテクストに応じたものとなっていることが読み取れた。 
3-2. PLUbに基づく規制誘導 
 市は、こうした詳細な規定や方針を確実に適用するため、

都市計画許可に関して、総勢186名からなる大規模な組織

を構築した上で、専門人材を建築許可の審査に充てていた。

また、PLUbの普及のため、模範的な建築計画を支援・促進

するイニシアチブを開始し、不動産関係者にPLUb の生態

学的要求を組み込むことを奨励していた。その中では、植

生等の基準を満たす優良事例に対して、ラベルを授与する

とともに、プロジェクト開発段階、事前指導、都市計画許

可取得のための行政手続きにおける個別支援を提供するこ

とで、建築計画への PLUb の反映が促されていた 25) 26) 27) 。 
 
4．PLUb策定開始以降の市の環境的取り組み 
4-1. PLUb策定開始以降の戦略的計画 
 PLUb の策定と並行して、市は、戦略的計画の改定およ

び新規策定を行ってきた。以下では、これらの内容につい

て整理する。 
4-1-1. 第四次気候計画 
 PLUb の承認と同じ 2024 年 11月に策定された第四次気

候計画は、「より速く」、「より地域に根ざして」、「より公正

に」の3つを柱に、社会的格差の縮小と都市の生態学的移

行の加速を目指しており、地域に根ざした400近くの取り

組みを掲げている。そこでは、ヒートアイランド現象や豪

雨、熱波等の気候変動影響に対処するため、公共空間・建

図2 環境的取り組みの方針の図解例 
（参考文献24)より引用した図を基に筆者作成） 
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築物での適応策を示している。中でも、緑化は、都市部の

ヒートアイランド現象に対する重要な対策とされ、300 ha
の緑地の増設、木陰と涼しさをもたらす 17 万本の植栽が

掲げられている。また、建築物でも、公共施設40,000 m²の
屋根への反射塗料の塗布等の措置が予定されている 28) 29) 。 
4-1-2. 生物多様性計画2025-2030 
 生物多様性計画は、2025年の改定により、生物多様性計

画2025-2030へと移行した。この新たな計画では、「パリ地

域の生物多様性を評価・保全する」、「生物多様性を地域の

レジリエンスの切り札とする」、「生物多様性のために関心

を高め、巻き込み、協力する」の3つの軸の下、計20の目

標が掲げられた。その中では、より横断的なアプローチと

地域密着型の手法に重点を置いた上で、都市に自然を育む

具体的な行動を示すことにより、首都の環境保護の取り組

みを強化することが図られている 30) 31) 。 
4-1-3. その他の計画・戦略・宣言 
 この他、市は、歩行者計画、自転車計画、パリ雨水計画

を改定した。このうち、歩行者計画では、気候変動適応と

して、日影や緑化した歩道の増設が計画されている 32) 他、

パリ雨水計画では、被覆の非防水化が目指されている 33) 。

また、同市は、新たに「モビリティ地域計画（Plan local de 
mobilité）」34) 、「節水計画（Plan de sobriété en eau）」35) 、「樹

木計画（Plan Arbre）」36) の策定を行った。中でも、樹木計画

では、2020 ~ 2026年の期間に、街路、都市の森、広場、環

状道路沿い、森などの可能なあらゆる場所に、17万本の植

樹を計画している 36) 。この他、パリのレジリエンス戦略の

改定、「新しいパリの美学のための宣言（Manifeste pour une 
nouvelle esthétique parisienne）」の策定が進められた。 
4-2. PLUb策定開始以降の公共プロジェクト 
 市は合わせて、様々な公共プロジェクトも実施してきた。

このうち、以下では、土地・建物被覆の改善に関わるもの

として、通りを対象としたLes rues aux enfants、広場を対象

とした2つの個別事例（La place de CatalogneとLe parvis de 
l’Hôtel de Ville）を取り上げる（図3）。 
4-2-1. Les rues aux enfants 
 本プロジェクトは、高密な都市パリにおいて、子供たち

の遊び場が限られているとの課題意識に端を発したもので、

その名の通り、子供たちが利用する通りの環境改善を図る

ものである。しかし、そのアプローチには、安全性と遊び

場の確保にとどまらず、アクセシビリティや保護者の交流

の場の確保、緑化にわたる幅広い観点が盛り込まれている。

このうち、緑化を巡っては、地下埋設インフラを考慮して、

土壌確保の場所が決定されており、残りの舗装部分につい

ては、暑熱抑制の観点から、明るい色とすることになって

いる。現在、封鎖・静穏化された通りは300本を超え、こ

のうち、整備まで完了した通りは約100本にのぼる 37) 。 
4-2-2. La place de Catalogne 
 本プロジェクトは、一面コンクリート舗装であった交通

広場を、植樹や被覆改善により、都市の森（forêt urbaine）
へと整備したもので、2024年6月に公開された。このうち、

植樹に関しては、計470本の樹木（大型・中型樹木270本、

2~4 年の若木 200 本）が植えられ、被覆改善に関しては、

林間空地 860 m²を含む 4,000 m²を超える森林が整備され

た。この都市の森の利点として、市は、都市の冷却、炭素

貯留、生物多様性の保全の大きく3点を挙げている 38) 。 
4-2-3. Le parvis de l'Hôtel de Ville 
 広場の被覆改善を行ったもう一つの事例である本プロジ

ェクトは、市庁舎前の広場を2,500 m²の緑地からなる都市

の森へと生まれ変わらせ、利用者に日影とウェルビーング

を提供するものである。その植樹にあたっては、都市環境

への耐性と気候変動への適応性の2点を考慮して樹種が選

定され、樹木に対しては、1.5 mの掘削と0.5 mの盛土によ

り、計2 mの厚みの土壌が確保された 39) 。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5．土地・建物被覆の改善方策の構造と示唆 
5-1. PLUbと戦略的計画・公共プロジェクトとの関係性 
 都市計画PLUb と戦略的計画・公共プロジェクトとの関

係性について、3-1-2項も踏まえ、整理・分析した。その結

果、PLUb は、市自らが策定してきた戦略的計画の方針を

原則として踏まえたものになっていること、本来、建築許

可・事前申告等の都市計画許可を主な適用範囲としたもの

で、民間の建築物等がその主な対象であることが分かった。

しかし、3-1-3項や3-1-5項で整理した通り、②PADDや③

OAP（テーマ別）には、公共空間に関する記述が盛り込ま

れており、特に後者においては、その一部文書の適用対象

として公共空間が含まれることが明確に示されている。こ

の点について、Apurへのインタビューでは、PLUbが戦略
的計画により補完されていることが指摘された。また、そ

の戦略的計画については、4-2-1項でみたLes rues aux enfants
のような公共プロジェクトにより補完されており、これら

3 者が組み合わさることで公共空間の変革が実現する旨が

紹介された。 
5-2. パリ市の被覆改善方策の構造 
 パリ市は、都市計画において、政府が提示する土地・建

物被覆に関する考え方に即しながら、自らの都市のコンテ

クストに基づき、被覆のあり方を定量的・定性的・空間的

に提示していた。そこでは、主に民間の建築物等を対象に、

気候変動対策や生物多様性保全等を巡る全体目標を、被覆

に関する具体的規定にまで落とし込んでおり、規定におい

ては、目標を地域化することで被覆改善のもたらす効果を

高める工夫もみられた。そして、都市計画以外の戦略的計

画において、気候変動、生物多様性、樹木、雨水等の関連

図3 PLUb策定開始以降の公共プロジェクト（筆者撮影） 
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する主題について、詳細にその方針を示し、都市計画との

連携を図っていた。合わせて、市は自ら、公共プロジェク

トを通して、被覆改善のあるべき姿を体現しており、自ら

のコンテクストに従い、既存の都市構造の中での実践へと

移行してきていた。こうした公共空間における被覆改善に

あたっては、都市計画、戦略的計画、公共プロジェクトの

3 者を連携させており、このような連携の形は、単なる規

定の遵守に留まらずに、公共空間の被覆を変革させていく

上で、有効だとみられる（図4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5-3. 今後の被覆改善方策への示唆 
 以上より、生物気候学的観点から土地・建物被覆を改善

するには、自治体による適切な都市計画の策定とプロジェ

クトの実施が不可欠だと考えられる。この取り組みを進め

るにあたっては、第一に、対象都市のコンテクストを精緻

に把握した上で、それに応じた気候変動適応・生物多様性

保全等の分野に関する戦略的計画の策定が求められるとい

える。そして、第二に、これらの戦略的計画を前提として、

目標と規制誘導の仕組みを包括的に都市計画に統合すると

ともに、専門性を備えた都市計画許可の体制を構築するこ

とで、民間開発における被覆改善を着実に進めることが重

要だと考えられる。また、計画に基づいた被覆改善を促す

べく、民間開発においては模範的建築計画の認証を、公共

空間においては先駆的プロジェクトの実施を進め、都市計

画・戦略的計画・公共プロジェクトを連携させることも大

切だといえる。 
 これらの示唆を日本の自治体へと適用する場合、まず、

前提として、国の法制度において、土地・建物被覆の改善

の必要性を明記する必要がある。この点については、例え

ば、気候変動適応法に基づく気候変動適応計画に、建築・

都市計画の観点を取り入れ、被覆改善を位置付けることが

考えられる。その上で、自治体においては、都市マスター

プランや緑の基本計画等の既存計画に、生物気候学的観点

に基づいた具体的目標を記述することで、戦略的計画とし

ての機能を担わせることが求められる。そして、地域地区

や地区計画による土地・建物被覆に関する規定の設定や、

景観行政を通じた土地・建物被覆に関する誘導を通じて、

その改善を実現していくことが考えられる。この際、PLUb
に見られたような定量的・定性的・空間的な被覆のあり方

を、ガイドラインとしてまとめておくことが不可欠といえ

る。 
 
＜謝辞＞ 
 本研究の実施にあたり、ヒアリング・情報提供にご協力いただ

いた皆様に、この場を借りて深く感謝の意を表する。また、パリ市

での実地調査においては、住総研の「リジェネラティブ（再生成）

なすまいとまちへ」研究委員会のご支援を賜った。委員会・関係者

の皆様に感謝申し上げたい。 
 
【補注】 
(1) パリ市は、都市計画ローカルプラン（PLU）以外に、気候計画

や部門別計画などの、市のビジョンを示す計画や戦略を複数

策定してきた。本論文では、こうした、直接的に規制や事業に

関わらないが、規制や事業の検討に際して、参照され影響を与

える計画や戦略を、「戦略的計画」と総称することとする。 
(2) パリ市都市計画局へのインタビュー調査（2025 年 3 月）に際

して提供された説明資料より。 
(3) インタビューは、Ville de Paris Direction de l’Urbanisme、SPL 

(Société Publique Locale) Paris & Métropole Aménagements、Apur 
(L’Atelier parisien d’urbanisme)、Ville de Paris Direction des Espaces 
Verts et de l’Environnement、h2o architectes、Ville de Paris Direction 
de la Voirie et des Déplacements、Osty et Associés paysage urbanisme
に対して行い、Ville de Paris Direction de l’UrbanismeとApurに
は、3 月と11 月の2 度、別の担当者に実施した。このうち、

パリ市・Apurには、主にPLUbとプロジェクトについて、SPL
には、プロジェクト事例について、h2o architectes と Osty et 
Associés paysage urbanismeには、プロジェクト事例の設計内容

等について、それぞれ伺った。 
(4) PLUbにおいて、「鉱物化空間（espaces minéralisés）」とは、「透

水性の有無によらず、舗装を有する空き地」と定義される 60) 。

従って、「鉱物化（minéralisation）」とは、舗装を施す行為を指

すものと考えられる。 
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